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Abstract: The enforcement of the Large-Scale Retail Store Location Law was made that administration
could regulate the location of the large store. But, much administration is carrying out a regulation only in
consideration of the in‰uence on the local environment. The administration must regulate location in con-
sideration of the point of view of the city planning.
It is the purpose of this study to present the upper limit of the ‰oor space before opening, which it is set up
based on the tra‹c capacity. This technique gives it the technical basis for city planning administration to
regulate location to the commercial person.
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要 旨大型店による周辺への影響に対応するべく大店立地法が施行され，各自治体は大型店の出店箇所
選定を規制できるようになった。しかし，多くの自治体は局所的な環境への影響のみを考慮した規制を実施
しており，都市全体への影響を考慮していない。行政は，都市計画の視点を持って規制を考慮すべきである。
本研究は，交通容量をひとつの基準として，都市内において大型店が出店可能な場所と規模を事前に提示
することが目的である。この手法は，都市計画行政が経営者に対して出店を規制・誘導する際の根拠を与え
る。
キーワード道路交通，交通量配分手法，大規模小売店舗立地法
. は じ め に
大型店はその集客力によってしばしば交通渋滞を発生
させ，周辺の環境を悪化させる。また各種の営業活動に
よる騒音やゴミなどによる周辺への悪影響も懸念され
る。これらの問題への対応として，これまでの商業調整
を主眼においた大規模小売店舗法から，周辺環境の悪化
を防止する大規模小売店舗立地法（以下，大店立地法）
へ法改正がなされることとなり，周辺住居への影響が大
きい都市型の大型店の規制に一定の効果をあげている。
一方で，立地のさらなる郊外化と大型化を誘引した感の
ある郊外部では，バイパス道路での渋滞発生や中心市街
地の相対的な地位低下など，これまでの都市インフラ整
備への投資効果を減少させている現状がある。この都市
構造に悪影響を与えかねない郊外への大型店の出店に対
しては，都市計画的な視点での規制や誘導が望まれる
が，大店立地法では出店申請に対する規制が可能である
だけで，対応は後追い的とならざるをえない。各自治体
は都市構造をにらみながら，大型店を都市のどこで規制
しどこに誘導すべきかを検討することが必要であり，そ
のための基礎資料が求められている。
本研究は，上記の観点から大型店立地が周辺地域に深
刻な影響が及ばない程度の出店規模をひとつの基準とし
て設定し，各主要道路においてその出店規模を算定する
ことで，都市において大型店が出店可能な場所と規模を
あらかじめ提示するものである。本研究で開発する手法
を実際の都市に適用することで，周辺道路交通への影響
の面から，行政が出店希望者に対して出店規模を規制・
誘導するためのひとつの根拠を与えることが可能である。
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. 事前規制・誘導のための出店可能規模の算定
方法
 出店申請に対する事前規制
商業調整を主眼においた大店法にかわり，周辺環境へ
の影響を考慮した大店立地法が平成12年より施行され
た。その大店立地法では店舗周辺の道路における駐車待
ちの車列を発生させないように充分な駐車場を用意する
こと，などの交通面での規制がなされた。この規制によ
って大型店の持つ駐車場等交通施設が拡充されることと
なるが，一方でそのことがより多くの集客を誘引する結
果をもたらす恐れもある。対症療法的な交通施設の拡充
だけではなく，店舗の規模を縮小し集客力を落とすこと
が根源的な問題解決法として望ましいが，出店者側に出
店規模を縮小させることは現実には困難である。そこで
本研究では，出店者側が出店場所や出店規模を検討する
前に，地域ごとに出店可能な規模をあらかじめ示してお
き，行政はその出店規模に基づいて出店申請の事前に規
制もしくは誘導をしていくことが有効であると考える。
この事前の出店規模を算定する根拠として，本論文で
は周辺道路の交通混雑の発生を対象とする。ただし，大
店立地法に規定された騒音や廃棄物の問題等を対象とし
ても，事前の規制や誘導は可能である。
 出店可能規模の設定
図1 のように，ある道路の沿道に大型店が出店する
と仮定した場合，その周辺の道路や交差点において渋滞
を発生させない出店規模を出店可能規模として定義す
る。この出店可能規模が，事前規制・誘導を実施する際
の基準値となる。
ここでは，まず周辺道路の混雑率や交差点飽和度が
1.0を超えない最大の交通量を算定し，その交通量を発
生させる大型店の出店規模を出店可能規模として算定し
た。
 出店可能規模の算定フロー
この設定に従い道路ごとに出店可能規模を算出するフ
ローを図2 に示す。
まず出店前の交通量を求める必要がある。道路交通セ
ンサス等の交通量データはすべての道路において提供さ
れておらず，交差点交通量のデータとなるとなおさらで
あることから，交通量配分手法によって推計する。これ
より道路網上のそれぞれの交通量と交差点交通量を予測
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図 各道路の出店可能規模
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し，それをもとに混雑率と交差点飽和度を求め，それら
が1.0を超えない交通量を道路区間ごとに求めていく。
その交通量を発生させるであろう大型店の出店規模が，
その道路区間上で出店可能規模となる。この出店規模を
大きさ別で段階ごとに分類することで，その結果をより
わかりやすく示すことが有効であろう。
 算定基準の設定
出店可能規模を算出するために，その算定の基準とな
る数値を設定する必要があるが，ここではそれらを大店
立地法の運用指針に従うものとした。これらの算定基準
と出店可能規模との関係を図3 に示す。
. 実道路網への適用
 対象地域の大型店出店状況
ここでは大型店の郊外立地が進む福井市の実道路網を
対象として，出店可能床面積の算定を行う。
大型店の出店は平成 6 年に大規模小売店舗法（以下
大店法）の規制緩和が行われて以降急激に増加し，平成
6 年度の第一種，第二種を含めて61店舗から平成 9 年度
の71店舗となった。それに伴い，市内の全店舗面積に
占める第一種，第二種大型店の店舗面積（大店舗面積占
有率）は平成 9 年には54.3に達した。また，福井市中
心部を取り囲むように走る環状道路沿いや幹線道路沿い
には，巨大な駐車場を持つ郊外型の店舗が数多く立地
し，新たな商業集積ゾーンを形成した。
 出店可能規模の算定
交通量配分手法を用いて，現況交通量を算定する。推
計年次は道路交通センサスによる交通量配分の精度の検
証が可能な平成11年とした。
a) OD 交通量
まず福井市を12のゾーンに分割し，そのゾーン間で
発生する交通量（以下，OD (Origin-Destination）交通
量と呼ぶ。）を設定する。ここでは，平成 2 年福井都市
圏 PT 調査における平成元年実測値の OD 交通量と平成
12年推計値の OD 交通量をもとに，平成11年時点の OD
交通量を線形で予測して求めた。
b) リンクデータ
対象とする福井市内の国道，県道，一部の都市計画道
路で構成される幹線道路ネットワークの道路現況を，道
路交通センサスや福井市都市道路地図などから作成し
た。ここで対象道路を幹線道路と限定しているが，これ
は大型店への来客者が幹線道路だけで充分に処理できる
ことが望ましいことから，このように設定した。大型店
周辺の区画街路に進入しなくても処理できることが周辺
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環境の保全に必要である。
c) 交通量配分の結果
交通量配分の精度を検証するために H11 センサスの
7 観測点での相関係数をとったところ0.934と充分な結
果であった。この平成11年を分析対象年次として交通
量配分を行った。その結果をみると，都市中心部を南北
に貫くフェニックス通り（旧一般国道 8 号）や芦原街
道，駅周辺道路及び郊外一般国道 8 号と416号に大きな
交通量が発生している。道路の混雑度をみると，都市中
心部のフェニックス通りや416号や，環状線の一部など
で高い値を示している。これらの混雑度が1.0を超える
道路区間については，出店可能規模は 0 として，交差
点飽和度の算定から除外した。
d) 交差点飽和度
交通量配分から得られた交差点交通量を用いて，交差
点の交差点飽和度を求めた。市内の主要幹線道路と，環
状線で特に交差点の飽和度が高い。このような交差点を
端部にもつ道路区間は，出店可能規模は 0 として出店
可能規模算定の対象から除外した。幹線道路や環状道路
沿いでは交差点飽和度に余裕のある区間が見受けられる
ことから，以降ではこれらの道路を対象として検討を進
めた。
e) 出店可能規模の算定
算出モデルに従って，出店可能規模を算出した。結果
をわかりやすく示すために，算出した大型店の出店規模
を 5 ランクに分類し，それにしたがって対象道路を色
分けした。
 考察
出店可能規模の結果を見ると，市内の主要幹線道路と
環状線に出店可能な道路が点在していることが見受けら
れる。市街化区域内はもちろん都市中心部においても大
型店出店に適する場所が少なくない。一方，近年大型店
の立地が盛んであった郊外幹線道路，とりわけ国道416
号沿道や国道 8 号沿道では，大規模なバイパス整備に
より大きな交通容量を持つものの大型店の出店に適して
いない個所も多い。10,000 m2 以上の店舗が出店可能な
規模の道路は北部と東部の郊外幹線道路に集中している。
. お わ り に
本研究では，周辺道路の交通混雑から大型店の出店可
能規模を設定する方法を示し，それを福井市の実道路網
に適用した。今回の研究で得られた結果は，大型店の出
店を事前に規制・誘導するためのひとつの判断材料とな
るだろう。また，この出店可能規模の算定は，周辺道路
の利用状況の悪化による後追い的な道路整備を防ぐため
の事前評価に適用できるものである。
ただし，出店可能規模は周辺道路での交通混雑だけで
なく，さまざまな周辺環境に及ぼす影響や，これに加え
て各地域が都市構造的側面に与える影響も考慮するべき
であろう。さらには，買い物 OD の変化によるトリップ
長の変化の推計によって，交通エネルギー消費から見た
大型店の最適配置の検討，都心部への大型店の立地と公
共交通の整備を組み合わせた場合の都市全体に及ぼす交
通渋滞や環境負荷の低減への寄与の算定等といった研究
の発展が考えられる。
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